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   平成２６年中における亘理地区行政事務組合消防本部 

の消防業務及び消防現状を収録し、将来の消防体制強化 

と火災予防上の資料として有効に活用するため編集した 

ものです。 

   この年報が防災上の指針となり、消防行政への理解と 

  関心を深めていただければ幸いに存じます。 

   平成２７年３月 
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 １ 

＜消防概要＞ 

 

１ 亘理郡の概要 

 当管内は、宮城県の南端に位置し、亘理町・山元町の２町で構成され、政令

指定都市「仙台市」から南へ約３０ｋｍの距離にある。 

 管内の東部は、太平洋に面している。北部は、阿武隈川を狭み岩沼市に隣接、

西部から北西部にかけては、角田市・丸森町に隣接している。南部は、福島県

新地町と県境を接している。 

 交通は、南北に国道６号・ＪＲ常磐線が走り、更に仙台東部道路・常磐自動

車道が通り、広域交通網が整備される。 

 地勢は、西に阿武隈高地の一端である丘陵地が南北に走っており、国道６号

を境にして東に平地が広がり緑豊かな田園都市を形成している。  

 気候は、「東北の湘南」と言われるほど温暖で、その特性を生かし全国有数の

イチゴ生産地として知られている。 
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常
磐
自
動
車
道 

 

仙台東部道路  

亘理 IC 

山元 IＣ  

 

 

開通予定路線 

 

・平成 23 年 3 月 11 日の津波により、 

ＪＲ浜吉田駅～坂元駅間は、平成 2７年 

３月３１日現在において不通状態です。 

常磐自動車道  

至相馬 IC 



 ３ 

４ 亘理地区行政事務組合消防本部・署所の所在地 

消 防 本 部 ・ 亘 理 消 防 署 

 

署 所 名 所 在 地 電 話 番 号 郵便番号 

亘理地区行政事務組合 

消防本部 

亘理町字祝田 

    ３４番地２ 

ＴＥＬ０２２３(３４)１１５５                      

１１５６ 

ＦＡＸ０２２３(３４)７７５８ 

 

９８９－２３５１ 

 

亘理消防署 同   上 
ＴＥＬ     同   上 

ＦＡＸ   同   上   
同  上 

 

亘理消防署山元分署 

 

 

亘理消防署 

山 元 分 署 

山元町山寺字石田 

    １０番地１ 

ＴＥＬ０２２３(３７)１１８５ 

１１８６ 

ＦＡＸ０２２３(３７)１１８６ 

 

９８９－２２０１ 

 



区　分

町　別

2,390㎡

竣工年月日

鉄筋コンク
リート２階建

鉄筋コンク
リート２階建

構　　　造

47,620

昭和46年

3月31日

昭和46年

13,655

石田10番地1

山元町山寺字

　３４番地２

  山元分署

亘理消防署

40,467

亘理消防署

世   帯   数

人　　　口

8,460

1,045㎡

延床面積

平成２6年

７　消防庁舎の現況

平成6年

消防本部・

署　所　名

亘理町字祝田

所　在　地

６　亘理地区行政事務組合管内の推移

５　町別面積・世帯数・人口調べ

73.21

（ｋ㎡）

亘　理　町

137.69合　　　計

山　元　町

（平成２６年１２月３１日現在）

6,502

23,97023,013

　　　　人　　　　　口　　　　（人）

女男

17,468

計

46,983

12,813

34,170

64.48

面　積

（世帯）

世帯数

昭和４６年 平成１6年

6,311

16,702

16,289

4,547

11,742

16,139

53,88552,025

区      分

11,248

3月31日

 （人口・世帯数は各年１２月３１日現在）

16,289

46,983

     426㎡

敷地面積

1,277㎡

昭和５9年

４
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８ 亘理地区行政事務組合消防本部沿革 

 

年 月 日 内            容 

昭和４５．４． １ 

４．１７ 

８． １ 

１０． １ 

昭和４６．２．１６ 

３． ４ 

３．２９ 

３．３１ 

４． １ 

 

１０．１８ 

 昭和４７．８．１９ 

昭和４９．１． １ 

４． １ 

昭和５０．４． １ 

９．１１ 

昭和５１．７．２３ 

８．３１ 

１１．２９ 

昭和５２．４． １ 

６．１５ 

昭和５３．５．２７ 

 

昭和５４．１．１８ 

１．２５ 

４． １ 

５．１８ 

９．１４ 

１０．１８ 

１１． １ 

昭和５６．４． １ 

４．３０ 

 

昭和５７．１． １ 

昭和５８．３．１５ 

１１． ９ 

 

亘理地区消防事務組合設置 

政令指定を受ける 

消防本部設置 

職員１６名採用 

指令車を亘理消防本部に配置 

救急車を亘理消防署に配置 

普通消防ポンプ自動車２台を亘理消防署・山元分署に配置 

亘理消防署・山元分署庁舎落成 

亘理消防署設置(業務開始) 

職員２６名採用(亘理・山元両町より派遣職員５名) 

普通消防ポンプ自動車を亘理消防署に配置 

岩沼市消防本部と消防相互応援協定を締結する 

相馬地方広域消防本部と消防相互応援協定を締結する 

職員３名採用 

職員４名採用 

救急車を更新(日本船舶振興会より寄贈)し亘理消防署に配置 

仙南地域広域消防本部と消防相互応援協定を締結する 

指令車を更新し亘理消防本部に配置 

連絡車２台を亘理消防署・山元分署に配置 

職員３名採用 

亘理消防署救助訓練塔完成 

指令車を更新(亘理ロータリークラブより寄贈)し亘理消防本部に 

配置 

組立式 A・B・C 救助訓練塔完成 

通信指令室完成 

職員３名採用 

一斉通信指令装置配備 

救急車を更新(日本船舶振興会より寄贈)し亘理消防署に配置 

水槽付消防ポンプ自動車(2,000ℓ)を亘理消防署に配置 

山元分署に救急車配置・救急業務開始 

職員４名採用 

普通消防ポンプ自動車を更新(日本損害保険協会より寄贈)し山元

分署に配置 

職員１名採用 

救急車を更新し山元分署に配置 

亘理地区婦人防火クラブ連合会に財団法人日本防火協会より防火 

広報車の寄贈を受ける 

 



６ 

年 月 日 内            容 

昭和５９．５．２５ 

７．１３ 

１２．２７ 

昭和６０．３．３１ 

８．２７ 

１０． ９ 

昭和６１．３．１２ 

４． １ 

４． ２ 

昭和６２．６． 

昭和６３．１． 

３．２８ 

３．３１ 

４． １ 

平成元年 ３． ２ 

 

平成 ２．２． ２ 

１０． ２ 

 

平成 ３．３．１１ 

４． １ 

平成 ４．４． １ 

平成 ５．４． １ 

平成 ６．２．１８ 

３． ２ 

 

４． １ 

７． １ 

平成 ７．６．１５ 

 

平成 ８．３．３１ 

       ４． １ 

１２． １ 

１２．２８ 

 

平成 ９．３．２６ 

５． ６ 

５．２１ 

１１．２０ 

平成１０．３．２４ 

４． １ 

普通消防ポンプ自動車を更新し亘理消防署に配置 

宮城県防災消防無線局開局 

査察車を有限会社オリエンタル電子より寄贈を受ける 

ファクシミリ設置(防災施設事業) 

救急車を更新(日本船舶振興会より寄贈)し亘理消防署に配置 

亘理消防署事務室・車庫の増改築 

亘理消防署救助訓練塔移設 

職員２名採用 

指令車を更新し亘理消防本部に配置 

査察車を更新し山元分署に配置 

連絡車を更新し亘理消防署に配置 

山元分署倉庫新築 

救急専用無線電話装置設置 

職員４名採用 

救急車を更新(全国共済農業協同組合連合会宮城県本部より寄贈)

し亘理消防署に配置 

消防緊急情報システム設置 

普通消防ポンプ自動車を更新(日本損害保険協会より寄贈)し山元

分署に配置 

査察車を更新し亘理消防署に配置 

複合化計画により亘理地区行政事務組合と改称 

職員１名採用 

職員５名採用 

水槽付消防ポンプ自動車(2,５00ℓ)を更新し亘理消防署に配置 

救急車を更新(全国共済農業協同組合連合会宮城県本部より寄贈) 

し亘理消防署に配置 

職員３名採用 

職員２名採用 

亘理地区婦人防火クラブ連合会に財団法人日本防火協会より防火 

広報車の寄贈を受ける 

普通消防ポンプ自動車を更新し亘理消防署に配置 

職員３名採用 

職員１名採用 

救急車を更新(全国共済農業協同組合連合会宮城県本部より寄贈)

し山元分署に配置。 

高規格救急車(日本損害保険協会より寄贈)を亘理消防署に配置 

救急救命士１名資格取得 

連絡車を更新し山元分署に配置 

救急救命士１名資格取得 計２名 

救助工作車Ⅱ型を亘理消防署に配置 

職員１名採用 

 



７ 

 

年 月 日 内            容 

平成１０．５． ８ 

５．２０ 

１１． ９ 

平成１１．３．２６ 

６． ２ 

１１．１５ 

平成１２．７．２８ 

１１． ９ 

平成１３．９．１８ 

１１．２９ 

平成１４．２．２２ 

     ４． １ 

    １１．１５ 

平成１５．３．２５ 

 ５． ７ 

１１．１０ 

平成１６．４． １ 

１１．１０ 

平成１７・３．１２ 

          ４． １ 

    ４．２２ 

      １１．１１ 

 平成１８．４． １ 

 平成１９．４． １ 

      ４．２４

平成２０．４． １ 

           ４．１７ 

         １１．  ２ 

 平成２１．４． １ 

       ４．２０ 

平成２２．４． １ 

平成２３．２．１０ 

 

３．１１ 

救急救命士１名資格取得 計３名 

指令車を更新し亘理消防本部に配置 

救急救命士１名資格取得 計４名 

水槽付消防ポンプ自動車(1,５00ℓ)を山元分署に配置 

査察車を更新し亘理消防署に配置 

救急救命士１名資格取得 計５名 

資機材搬送車を更新し亘理消防署に配置 

救急救命士１名資格取得 計６名 

連絡車を更新し亘理消防署に配置 

救急救命士１名資格取得 計７名 

２Ｂ型救急車を更新し高規格救急車を山元分署に配置 

職員２名採用 

救急救命士１名資格取得 計８名 

消防ポンプ自動車を更新し山元分署に配置 

救急救命士１名資格取得 計９名 

救急救命士１名資格取得 計１０名 

職員５名採用 

救急救命士１名資格取得 計１１名 

高規格救急車を更新し亘理消防署に配置 

職員３名採用 

救急救命士１名資格取得 計１２名 

救急救命士１名資格取得 計１３名 

職員４名採用 

職員３名採用 

救急救命士１名資格取得 計１４名 

職員２名採用 

救急救命士１名資格取得 計１５名 

高規格救急車を更新し山元分署に配置 

職員３名採用 

救急救命士１名資格取得 計１6 名 

職員５名採用 

水槽付消防ポンプ自動車を更新し、災害対応特殊水槽付消防ポン

プ自動車を亘理消防署に配置 

・午後２時４６分三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0の東日

本大震災が発生し管内は震度 6強を観測、大津波により沿岸部

は壊滅的な被害を受けた 

・緊急消防援助隊受援状況 3月 12日から 4 月 23 日までの延

べ 43 日間に亘り、愛知県隊、兵庫県隊、奈良県隊、福岡県隊

から受援（延べ 1,115 隊、4,033 人） 

・宮城県広域消防応援状況 3月 1１日から 4月 22 日まで仙南

地域広域行政事務組合消防本部から受援（延べ 43隊、147人） 



８ 

 

 

年 月 日 内            容 

平成２３．４． １ 

４．１５ 

 

      

４．２１ 

     

１０． １ 

 

平成２４．２．１４ 

 

４． １ 

     ９．２６ 

平成２５．３． １ 

３． ７ 

      

３．１２ 

４． １ 

４． ８ 

平成 26． 2． 26 

     ４． １ 

     ４．２３ 

職員４名採用 

全国消防長会を通じて、さいたま市消防局から水槽付消防ポンプ

自動車１台、東京消防庁から指揮隊車１台を無償譲渡され、亘理

消防署に配置 

神戸市消防局から小型動力ポンプ付水槽車１台を無償譲渡され、

亘理消防署に配置 

トヨタ自動車株式会社から乗用車１台を寄贈され、亘理地区行政

事務組合に配置 

台湾の鄭
ツェン

水
ス イ

竹
ツ ウ

氏から救急車１台の購入費用寄付受納し、高規格救

急車を更新、亘理消防署に配置 

職員３名採用 

防火広報車を更新し亘理消防署に配置 

高機能消防指令システム、消防救急デジタル無線の運用開始 

救急車を更新(全国共済農業協同組合連合会宮城県本部より寄贈)

し山元分署に配置 

指揮車を更新(株式会社パトライト社より寄贈)し山元分署に配置 

職員６名採用       

救急救命士２名資格取得 現在数１７名 

消防ポンプ自動車を更新し亘理消防署に配置 

職員２名採用 

救急救命士１名資格取得 現在数１７名 

 

 



歴　　代 階　　級 名　　　前 在　　職　　期　　間

管 理 者 昭和４６年４月１日～

亘 理 町 長 昭和４８年１月１２日

管 理 者 昭和４８年１月１３日～

亘 理 町 長 昭和５３年３月３１日

管 理 者 昭和５３年４月１日～

山 元 町 長 昭和５４年２月１９日

管 理 者 昭和５４年２月２０日～

亘 理 町 長 昭和５７年３月３１日

昭和５７年４月１日～

昭和５９年３月３１日

昭和５９年４月１日～

昭和６１年６月３０日

昭和６１年７月１日～

昭和６２年３月３１日

管 理 者 昭和６２年４月１日～

亘 理 町 長 平成元年３月３１日

消 防 監 平成元年４月１日～

事 務 局 長 平成４年３月３１日

消 防 監 平成４年４月１日～

事 務 局 長 平成６年３月３１日

平成６年４月１日～

平成８年３月３１日

消 防 監 平成８年４月１日～

事 務 局 長 平成１０年３月３１日

平成１０年４月１日～

平成１２年１２月３１日

平成１２年１月１日～

平成１２年３月３１日

平成１２年４月１日～

平成１４年３月３１日

平成１４年４月１日～

平成１６年３月３１日

平成１６年４月１日～

平成１８年３月３１日

平成１８年４月１日～

平成２０年３月３１日
消 防 監十 八 代

消 防 監

亘理町助役

消 防 正 監

消 防 監

消 防 監

事 務 局 長

消 防 監

消 防 監

十　　代

十 一 代

消 防 監

十 二 代

十 三 代

十 四 代

十 五 代

十 六 代

十 七 代

菊 地 正 光

初　　代

二　　代

三　　代

四　　代

五　　代

六　　代

七　　代

八　　代

九　　代

日 下 幸 悦

三 島 康 英

馬 場 正 則

遠 藤 昇 一

阿 部 久 男

渡 邊 毅

伊 藤 敏 雄

岡 本 利 美

伊 藤 敏 雄

三 品 直

尾 形 昇

横 山 登 美 夫

９　歴代消防長

武 田 伸 郎

山 形 勝 治

引 地 好 男

深 田 伊 三 郎

末 木 清 志

９



歴　　代 階　　級 名　　　前 在　　職　　期　　間

平成２０年４月１日～

平成２１年３月３１日

平成２１年４月１日～

平成２２年３月３１日

平成２２年４月１日～

平成２３年９月３０日

平成２３年１０月１日～

平成２５年３月３１日

平成２５年４月１日～

　　　　　　　現在に至る

二十二代 鈴 木 真

二十三代 司 令 長 菊 地 英 夫

司 令 長

歴代消防長

十 九 代 齋 藤 信 夫

二 十 代 加 藤 利 郎

二十一代 星 敏 夫

消 防 監

司 令 長

司 令 長

１０



歴　　代 階　　級 名　　　前 在　　職　　期　　間

昭和４６年４月１日～

昭和４６年９月１９日

昭和４６年９月２０日～

昭和４９年３月３１日

昭和４９年４月１日～

昭和５１年３月３１日

昭和５１年２月２０日～

昭和５８年３月３１日

昭和５８年４月１日～

昭和５９年３月３１日

昭和５９年４月１日～

昭和６２年３月３１日

昭和６２年４月１日～

平成６年３月３１日

平成６年４月１日～

平成８年３月３１日

平成８年４月１日～

平成１３年３月３１日

平成１３年４月１日～

平成１４年３月３１日

平成１４年４月１日～

平成１６年３月３１日

平成１６年４月１日～

平成１８年３月３１日

平成１８年４月１日～

平成２０年３月３１日

平成２０年４月１日～

平成２１年３月３１日

平成２１年４月１日～

平成２２年３月３１日

平成２２年４月１日～

               平成２4年３月３１日

平成２４年４月１日～

平成２５年３月３１日

平成２５年４月１日～

現在に至る　　　

十 七 代 司 令 菊 地 英 夫

十 八 代 司 令 渡 部 寿 則

十 五 代 司 令 長 星 敏 夫

十 六 代 司 令 山 本 良 一

十 三 代 司 令 長 齋 藤 信 夫

十 四 代 司 令 長 加 藤 利 郎

十　　代 渡 邊 毅

十 一 代 司 令 長 菊 地 正 光

十 二 代 岩 佐 久 男

司 令 長

司 令 長

七　　代 司 令 長 横 山 登 美 夫

八　　代 三 島 康 英

九　　代 阿 部 久 男

司 令 長

司 令 長

四　　代 齋 藤 辰 男

五　　代 消 防 監 末 木 清 志

六　　代 司 令 長 岡 本 利 美

司 令 長

１０　歴代署長

初　　代 宍 戸 栄 一

二　　代 大 杉 武 雄

三　　代 高 野 清 雄

司 令 長

司 令 長

司 令 長

 １１



(単位：千円）

平成２6年度 平成２５年度

       消　　　  防　　　  費　 539,455 564,089 △ 24,634

給　　  　　     　　料 220,254 216,912 3,342

職　　員　 　手　　当 145,102 136,879 8,223

共　　　  済　　　  費 71,019 70,927 92

報　　  　償　  　　費 168 168 0

旅　　　   　 　　　費 1,799 2,338 △ 539

交　  　　際　　  　費 10 10 0

需　　  　用　  　　費 24,330 26,363 △ 2,033

役　　  　務　  　　費 9,527 10,449 △ 922

委　  　　託　  　　料 1,980 2,588 △ 608

使 用 料 及 び 賃 借 料 1,790 1,714 76

工　 事　 請 　負　 費 0

原　　材　 　料　　費 417 262 155

備　 品 　購 　入　 費 6,683 37,913 △ 31,230

負担金, 補助及び交付金 56,044 56,672 △ 628

償還金, 利子及び割引料 7 335 △ 328

公　　 　 課　　　  費 325 559 △ 234

当　初　予　算　額

比較増(△)減

＜総　務＞

１　平成２6年度消防予算（当初）

 １２



警　防　係

救助担当

予防担当

庶務担当

消　防　係

第 １ 部

第 ２ 部

第 ３ 部

救　急　係警 防 課

特殊災害係

第 ３ 部

山元分署

亘理消防署

消　防　係

第 １ 部

第 ２ 部

２　亘理地区行政事務組合消防本部機構図

予　防　係

保　安　係

警　防　係

防　災　係

予 防 課

消防本部

総　務　課亘理地区行政事務組合

救急担当

予防担当

総　務　係

財　政　係

会　計　係

業　務　係

警防担当

通信担当

警防担当

救急担当

 １３



（1） 予防課文書の収受発送及び保管管理に関
すること。

（1） 警防課文書の収受発送及び保管管理に関
すること。

（2） 危険物貯蔵所等の許認可に関すること。 （2） 火災統計等の報告に関すること。

（3） 危険物による災害の予防対策に関するこ
と。

（3） 救急計画に関すること。

（4） 危険物取扱者の指導に関すること。 （4） 救急医療機関との連絡に関すること。

（5） 危険物の規制指導に関すること。 （5） 技術研修及び訓練に関すること。

（6） 建築確認の同意に関すること。 （6） 機械器具等の保守に関すること。

（7） 消防用設備等の設置指導及び検査に関す
ること。

（7） 宮城県消防広域応援に関すること。

（8） 防火管理者及び自衛消防の事務に関する
こと。

（8） 警防計画に関すること。

（9） 婦人防火クラブ、幼年消防クラブ及び自
主防災組織等の育成指導に関すること。

（9） 緊急消防援助隊に関すること。

（10） 消防相談に関すること。 （10） 特殊災害計画に関すること。

（11） 火災予防普及及び広報に関すること。 （11） 各種訓練計画に関すること。

（12） 違反処理及びその指導に関すること。 （12） 災害通信の運用、通信統計に関するこ
と。

（13） 亘理地区防災安全協会に関すること。 （13） 消防、救急指令装置の保守管理に関する
こと。

（14） 火災予防対策の樹立に関すること。 （14） 災害発生通報の受付及び出動指令に関す
ること。

（15） 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適
正化に関する法律に基づく事務に関する
こと。

（16） 火薬取締法に基づく事務に関すること。

３　消防本部・署事務分掌

  消防本部事務分掌

   予　防　課    警　防　課

１４



（1） 水火災、その他の災害の警防及び対策に
関すること。

（1） 災害通信の運用通信統制に関すること。

（2） 地水利に関すること。 （2） 文書の収受発送に関すること。

（3） 火災原因及び損害調査に関すること。 （3） 他の係に属さない事項に関すること。

（4） 消防団の訓練指導に関すること。

（5） り災証明に関すること。 （１） 災害通信の運用通信統制に関すること。

（6） 消防機械器具、自動車等の管理保全に関
すること。

（２） 消防、救急装置の保守管理に関するこ
と。

（7） 消防機械器具、自動車等の操作技術訓練
に関すること。

（３） 災害発生通報の受付及び出動指令に関す
ること。

（１） 救助業務に関すること。 （１） 救急業務に関すること。

（２） 救助訓練に関すること。 （２） 応急手当等の指導及び普及に関するこ
と。

（３） 救助用資機材の管理に関すること。 （３） 救急証明に関すること。

（４） 救急用資機材の管理に関すること。

（1） 火災予防条例に規定する各種届出に関す
ること。

（2） 消防法第８条の２の２、第８条の２の
３、第９条の３、第１７条の３の３及び
消防法施行規則第３条、第４条の事務に
関すること。

（3） 予防査察に関すること。

（4） 予防統計に関すること。

（5） 婦人防火クラブ、幼年消防クラブ及び自
衛消防組織並びに自主防災の訓練指導等
に関すること。

（6） 住宅防火診断に関すること。

（7） 署長が権限を有する消防法等違反の処理
に関すること。

   救　助    救　急

   通信指令

  署事務分掌

   警　防

   予　防

   庶　務
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消防司令長 消防司令 消防司令補 消防士長 消防副士長 消防士

4 ４

消　防　長 1 １

次　　　長 1 １

警　防　課 3 ３(３) ６(３)

予　防　課 2 ２(１) ４(１)

本　部　付 入校１ 入校2 ３

5 6 7 9 8 ３５

1 6 4 3 5 １９

1 12 ２１(４) １１ 13 15 ７３(４)

5 15 20

5 8 13

6 6

5 5

10 10

1 12 6 19

1 12 21 11 13 15 73

2 2

2 12 14

3 11 1 15

8 8

10 10

7 7

4 4

7 7

1 5 6

1 12 21 11 13 15 73

２５年以上

６　階級別年齢表

山 元 分 署

合　　　計

２０～２５年未満

５　階級別勤務年数

勤務年数

１０～１５年未満

１５～２０年未満

消防司令長

亘理消防署

消防副士長

組合総務課(併任)

　　　　   ５年未満

  ５～１０年未満

階　級

区　分

消防本部

(平成２６年１２月３１日現在)

消防副士長

４　消防職員配置状況 (平成２６年１２月３１日現在)

計

計

消防司令

(平成２６年１２月３１日現在)

（  ）内は署兼務

消防司令 消防司令補 消防士 計
年 齢 (歳)

消防士長

消防士消防士長

１８ ～ １９

合　　　　計

階　級

４１ ～ ４５

消防司令補

２０ ～ ２５

階　級
消防司令長

４６ ～ ５０

５１ ～ ５５

５６ ～ ６０

合　　　　計

２６ ～ ３０

３１ ～ ３５

３６ ～ ４０

 １６



大型自動車 0 9 14 5 1 0 29

中型(8t限定) 1 3 7 0 0 0 11

中型自動車 0 0 0 6 12 8 26

普通自動車 1 12 21 11 13 15 73

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

普通二輪 0 3 5 2 2 3 15

大型二輪 1 5 3 1 0 1 11

1 5 12 5 2 0 25

0 7 8 1 0 2 18

0 0 1 1 0 0 2

0 3 0 0 1 2 6

第１級 0 0 0 0 0 0 0

第２級 1 4 12 0 8 15 40

第３級 0 0 7 11 5 0 23

0 1 0 1 1 0 3

甲種 0 0 0 0 0 0 0

乙種 0 2 11 11 13 15 52

丙種 0 9 6 0 0 0 15

0 0 0 1 0 1 2

0 0 4 0 0 0 4

1 8 17 7 2 0 35

1 3 12 1 0 0 17

0 7 12 5 3 1 28

0 7 12 5 2 1 27

0 5 0 0 0 0 5

7 93 164 74 65 64 467

陸上特
殊無線

第
一
種

ガ ス 溶 接

消　防
司令補

消　防
士　長

消 防 設 備 士

７　職員の資格取得状況　　　　　　　　　　　　　

階　級 消　防
司令長

消　防
司　令

消防士 計
消　防
副士長

玉 掛 け

小型移動式クレ ーン

合　　　計

危険物
取扱者

け ん 引

二
輪
車

救 急 救 命 士

運
　
転
　
免
　
許

区　分

大 型 特 殊 自 動 車

（平成２６年１２月３１日現在）

ボ イ ラ ー

特定化学物質等作業主任者

潜 水 士

小 型 船 舶

ア ー ク 溶 接

毒 劇 物 取 扱

電 気 工 事 士

１７



            １８ 

  ８ 消防用車両の保有状況 

区分 

所属 

車  両  名  称  登  録  番  号 登録年月 社   名 型   式 無 線 呼 称 

本 

部 

指 令 車 宮城 800 た  23 Ｈ10. ５ ト ヨ タ セ ダ ン 亘消指令１ 

指 揮 車 宮城 800せ 5199 Ｈ12. 1 ニッサン ワ ゴ ン 亘消指揮１ 

亘

理

消

防

署 

水 槽 付 消 防 

ポ ン プ 車 
宮城 880は 1926 Ｈ23.  9 日   野 水－Ⅱ型 亘消タンク１ 

消防ポンプ車 宮城 800せ 8593 Ｈ26.  1 日   野 CD -Ⅰ型 亘消ポンプ１ 

小型動力ポンプ

付 水 槽 車 
宮城 800は 1874 Ｈ 7.  8 ニッサン Ⅱ   型 亘消水槽１ 

高規格救急車 宮城 800せ 6085 Ｈ24.  2 ト ヨ タ  高 規 格 亘消救急１ 

高規格救急車 宮城 800せ 2924 Ｈ20. 11 ト ヨ タ 高 規 格 亘消救急３ 

救 助 工 作 車 宮城  88 ゆ 2945 Ｈ10.  3 日   野 Ⅱ   型 亘消救助１ 

資機材搬送車 宮城 800さ 6857 Ｈ12.  7 ト ヨ タ 2tトラック 亘消搬送１ 

防 火 広 報 車 宮城 301は 7884 Ｈ24.  9 ト ヨ タ ワ ゴ ン 亘消広報１ 

行 政 車 宮城 500み 2903 Ｈ14. 12 ト ヨ タ セ ダ ン 亘消行政１ 

連 絡 車 宮城 500も 7237 Ｈ13.  9 ホ ン ダ ワ ゴ ン 亘消連絡１ 

山

元

分

署 

水 槽 付 消 防 

ポ ン プ 車 
宮城 800さ 2340 Ｈ11.  3 日   野 水Ⅰ-Ａ型 亘消タンク２ 

消防ポンプ車 宮城 800す 3814 Ｈ15.  3 日   野 ＣＤ-Ⅰ型 亘消ポンプ２ 

高規格救急車 宮城 800せ 7520 Ｈ25.  3  ト ヨ タ 高 規 格 亘消救急２ 

指 揮 車 宮城  88 あ 1530 Ｈ25.  3 ニッサン 軽 バ ン 亘消指揮２ 



 １９ 

９ 消防力の整備指針と現有消防力 

 

区  分 基  準 現  有 過不足数 

署 所 の 数      ２     ２  

ポンプ自動車      ４     ４   

化学自動車      １     ０     △１ 

は し ご 車      １     ０        △１ 

救助工作車      １     １  

救急自動車      ３(１)      ３(１)  

その他の車両      ４     ４   

消 防 職 員 １７２    ７３  △９９ 

                         （ ）内は非常用救急車 

 

  １０ 消防用車両の配備状況 

   （ ）内は非常用救急車 

種 別 

 

区 分 

計 

指令車 

指揮車 

消 防 

ポンプ 

自動車 

水槽付消 

防ポンプ 

自 動 車 

高規格 

救急車 

救 助 

工作車 

資機材 

搬送車 

水槽

車 

その他 

の車両 

消 防 本 部  2 2        

亘 理 消 防 署 １0  １ １ ２(１) １ １ １ 3 

山 元 分 署 ４ １ １ １ １     

合  計 １６ ３ ２ ２ ３(１) １ １ １ ３ 



(条例定数)

（５３０）

（４００）

（９３０）

第５分団

第６分団

山
　
元
　
町

消
　
　
防
　
　
団

亘
　
理
　
町

計

本部分団

第１分団

第２分団

第３分団

4 4

計

本部分団

亘理分団

荒浜分団

吉田分団

逢隈分団

第４分団 1 4 4

4 4

1 4 4

3 3

4 4

1 8 8

2 23 23

11

1 4 4

1 9 9

37

45

4 32 32

1 11

317

6

49

65

46

69

428

12

125

71

112

108

合     計 6 55

積 載 車

737 745

745

合　　　計

　
（人）

423 428

1 317山　元　町

1

314

（普通）

小型動力

ポ ン プ

団　員　数

　区　分

団　　　長 副　団　長

2

2 6

１１　管内消防団の組織
（平成26年4月1日現在）

１２　消防団の車両・人員配備状況

　計

種　別　 自動車ポンプ

町　　別

亘　理　町

団　員　数

4

２０



公　設 私　設 公　設 私　設 プール 池 河川溝等

亘　　理 151 4 30 1 4 5 8

荒　　浜 55 18 2 1 11

吉　　田 102 1 38 1 3 6 4

逢　　隈 138 31 1 2 7 6

山　　下 226 5 54 1 3 22 9

坂　　元 80 3 34 2 22 4

752 13 205 4 16 63 42合　　　計

亘
　
理
　
町

山
元
町

　　　　　　種　別　

 町別　  地区別

１３　管内の消防水利状況

消　火　栓 防　火　水　槽 そ　　の　　他

２１



＜警　防＞

 １ 火災概要

　　　　平成２６年中の総出火件数は２５件で、前年に比べ４件の減少となっている。

　　　　火災種別については、建物火災７件、車両火災３件、その他の火災が１５件である。

　　   　出火原因は、放火１０件、火遊び３件、火入れ１件の順となっており前年に比べ、放

         火による出火が増加している。

　　   　損害額については、３６，２６１千円で、前年に比べ１３，２５０千円の増加となっ

　      ている。

　   　死傷者については、死者１名、負傷者は６名発生している。

         初期消火の状況については、出火件数２５件のうち９件が実施され、成功件数は3件

　　　である。

亘理消防署消防ポンプ自動車

２２



区 分 単位

ａ

人

件

2　町別の火災発生状況

※ 出 火 率

船 舶

そ の 他

計

1

8

3

2

3

山 元 町

2

17

焼
損
棟
数

全 焼

半 焼

部 分 焼

ぼ や

項 目

火
災
件
数

件

建 物

林 野

車 両

計

5.3

12

3

5

1

3

25

15

3

7

29

5.0

9

1

5

12

1

4

亘 理 町

6.0

3

2

1

建 物 焼 損 床 面 積

建 物 焼 損 表 面 積

林 野 焼 損 面 積

㎡
39

１ 件 平 均

１ 日 平 均
千円

全 損

半 損

小 損

計

世帯

17

5

3

計

棟

32,085

36,261

532

693

35,036

千円

4

1

2

6

1死 者
人

負 傷 者

り 災 人 員

り
災
世
帯
数

損
 
害
 
額

建 物

12

林 野

車 両

船 舶

そ の 他

計

39

180 155 335

2

1

1

1

※　出火率とは、人口１万人に対する火災発生件数

120

99

1,450

32,737

532

90

1,926

7

1

1

5

1

10

441

3,524

573

2,951

 ２３



木

3　月別の火災発生件数

3月2月1月

3

2

1

3

1

2

9

9

1

12月

1

1

　　　　　　月別
　町別

亘理町

計（件）

山元町

11月10月9月8月7月6月5月4月

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

4

3

1

土金

2

223

3

14

2

4　曜日別の火災発生件数

計（件）

山元町

亘理町

             曜日別
 町別

水火月日

212 2

2

1

9

1 1 1 1 11

2

1

2

1 1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

亘理町

山元町

（件）

２４



0～2
時

～4
時

～6
時

～8
時

～10
時

～12
時

～14
時

～16
時

～18
時

～20
時

～22
時

～24
時

1 1 2 1 1 1 1 9

1 2 1 2 2

1 1 1 2 3 1 2 3 2 9

6　火元建物の用途別火災発生件数

５　時間別の火災発生件数

　　 時間別

町別

計

山元町

亘理町

（件）

1 1
2

1 1 1 1

9

1

2
1

2

2

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0～2時 ～4時 ～6時 ～8時 ～10時～12時～14時～16時～18時～20時～22時～24時

亘理町

山元町

7

1

2 2

5

1 1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

住宅 工場・作業場 事務所 物置・納屋 その他

平成25年

平成26年

（件）

（件）

２５



29

7　気象別の火災発生状況

8　原因別の火災発生件数・損害状況

23,011

た き 火

565

平成２5年平成２6年

損害額（千円）件数損害額（千円）件数

552

5,736

125

8

1

2

25

45

36,261

129

523

24,833

10,731

1

10

8

3

3

360

7,311

8,362

2

3

8

5

計

不 明

そ の 他

放 火 ・ 放 火 の 疑 い

火 入 れ

火 遊 び

ス ト ー ブ

こ ん ろ

た ば こ

原              因

16

7

2

0
0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

晴れ 曇り 雨 雪

（件）

 ２６



9　過去５年間の出火原因の推移

１0　過去10年間における火災発生件数・損害額の比較

28 31 28 17 24 21 41 18 29 25

45,768

63,037

46,592

23,582

56,942

43,546 43,735

67,480

23,011

36,261

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

件数

損害額

（件） （千円）

1 1 1 1 2
6

9
2 3 1 5

6

11

13

1
1 3

1

10 2

2
1

8

2

3

8

5

3

1

10

8

3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50 22年 23年 24年 25年 26年（件）

２７



件数
効果
有

件数
効果
有

件数
効果
有

件数
効果
有

件数
効果
有

25 3 7 2 3 15 1

1 1 1 1

3 1 3 1

1 1

4 1 4 1

16 3 3 10

警 戒 ・ 偵 察

3

2

9

6

47

105

1

8

2

9

294

2

25

7

29

48

延人数

24

32

延人数

3

回　数

2

船 舶

そ の 他

救 急 支 援

特 別 警 戒

警 戒

偵 察

風 水 害

14

20

24

48

117

60

180

11　初期消火状況

                        件数

 消火器具等

風 水 害 等

15

建 物

林 野

車 両

区 分種 別
亘 理 町 山 元 町

9

そ の 他

25 7 3

粉 末 消 火 器

計 建 物 林 野 車 両

初 期 消 火 な し

そ の 他

寝具、衣類等をかけた

水 バ ケ ツ

水道、浴槽、汲み置き等の水

１２　災害出動状況

火 災

※ 誤 報 等そ の 他

※　上記災害を除く出動

支 援

10

12

1

4

回　数

422

12

 ２８



 ２９ 

１３ 救急概要 

     

 平成２６年中の救急出動件数は１，９３７件（前年比４８件減）、搬送人員は  

１，８２１人（前年比８人減）であり、１日平均約５件の割合で出動している。 

平成２６年は出動件数、搬送人員ともに前年よりやや減少している。 

各種講習会では、ＡＥＤと応急手当ての普及促進及び救急車の適正利用の啓発

に努めている。 

当本部では、高規格救急自動車３台に救急救命士を配置して、救急業務にあたっ

ている。 

 

 

 

 

救急講習会の実施状況 

救 命 講 習 会 
普 通 救 命 

（ＡＥＤ）講習会 
上級救命講習会 

応  急  手  当 

普及員講習会 

     ４９回       ２６回       ３回  実施なし 

１，５８８人    ２７２人    ４２人   



１４ 救急出動件数・搬送人員 

 

１５ 過去１０年間における救急出動件数の推移 

 

事故種別 

 

 

 

区 分 

事  故  種  別  救  急  出  動  件  数   （件） 事 故 種 別 搬 送 人 員    （人） 

火

災 

自

然

災

害 

水

難 

交

通 

労

働

災

害

 

運

動

競

技 

一

般

負

傷 

加

害 

自

損

行

為 

急

病 

その他の搬送 

計 

火

災 

自

然

災

害 

水

難 

交

通 

労

働

災

害 

運

動

競

技 

一

般

負

傷 

加

害 

自

損

行

為 
急

病 

そ

の

他 

計 

転

 
 

院 

医

師 

資

機

材 

そ

の

他 

平成２６年合計 6 0   0 175 27 12 235 5 19 1,258 199 0 0 1 1,937 6 0  0 181 27 11 212 6 10 1,169 199 1,821 

平成２５年合計 5 0 1 184 22 4 205 11 20 1,315 218 0 0 0 1,985 4 0 1 195 20 4 183 9 10 1,186 217 1,829 

前 年 比  1 ±0 △1 △9 5 8 30 △6 △1 △57 △19 ±0 ±0 1 △48 2 ±0 △1 △14 7 7 29 △3 ±0 △17 △18 △8 

1,135 1,139 1,204 1,130 1,137 1,237 

1,603 
1,288 1,315 1,258 

253 214 
225 

180 197 
181 

180 

192 184 175 
181 187 

182 
173 164 

209 

250 

205 205 235 

351 397 375 
338 303 

311 

326 

233 281 269 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

その他

一般

交通

急病

（件）

３
０

 

1,920 1,937 
1,986 

1,821 1,801 
1,938 

2,359 

1,918 
1,985 1,937 



 ３１  

73 53
86

143

229 261

196 218 205 205

157

111

0

50

100

150

200

250

300

０～２ ２～４ ４～６ ６～８ ８～１０ １０～１２ １２～１４１４～１６ １６～１８ １８～２０２０～２２ ２２～２４

(時間帯)(時間帯)(時間帯)(時間帯)(時間帯)(時間帯)(時間帯)(時間帯)

１６ 月別の出動件数 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 1０月 11月 1２月 

177 147 180 141 148 151 159 162 172 165 157 178 

                                             

１７ 過去５年間における年齢別の搬送人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 時間帯別の出動件数 

 (件)  

（件） 



         ３２ 

１９ 事故種別・傷病程度別の搬送人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
軽  症 中 等 症 重  症 死  亡 合  計 

急  病 ３９０  ６３０ １２０ ２９ １，１６９ 

交  通 １２８ ４６ ５ ２ １８１ 

一般負傷 １１７ ７８ １７ ０ ２１２ 

そ の 他 ３２ １９０ ３６ １ ２５９ 

合  計 ６６７ ９４４ １７８ ３２ １，８２１ 

（人） 

（人） （人） 

（人） （人） 

 



 ３３ 

２０ 現場到着所要時間別の出動件数（入電～現場到着） 

現場到着 

所要時間 
３分未満 

３分以上 

５分未満 

５分以上 

10分未満 

10分以上 

20分未満 

20分

以上 
計 

平均所要 

時間(分) 

件  数 63 254 １，０９９ 481 40 １，９３７ 7．8 

                                               

２１ 地区別の出動件数 

 

                                                

２２ 地域別医療機関への搬送人員 

       

                                                 

 亘理地区 逢隈地区 吉田地区 荒浜地区 山下地区 坂元地区 管外 合 計 

件 数 643 397 227 66 469 133 2 １，９３７ 

 管 内 岩沼市 名取市 仙台市 仙南地区 その他 県 外 合 計 

搬送人員 380 693 39 413 148    6 142 １，８２1 
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２３ 救急隊員が行った応急処置の状況 

 

事故種別 

処置別 
急  病 交通事故 一般負傷 そ の 他 合  計 

止 血 １２ １５ ２３ ６ ５６ 

固 定 ２ ８９ ２６ ２１ １３８ 

人 工 呼 吸      

胸 骨 圧 迫      

心 肺 蘇 生 ３８ ２ １ ２ ４３ 

酸 素 吸 入 ２３０ １２ １８ ８０ ３４０ 

気 道 確 保 ４３ ２ ２ ３ ５０ 

 

経 鼻 エ ア ウ ェ イ      

食道閉鎖式エアウェイ ４    ４ 

気 管 挿 管      

異 物 除 去      

保 温 １    １ 

被 覆 ７ ４０ ５５ １２ １１４ 

在 宅 療 法 ６   １ ７ 

除 細 動 ８    ８ 

静 脈 路 確 保 １１    １１ 

薬 剤 投 与 ８    ８ 

そ の 他 の 処 置 １，０６７ １１２ １７２ ２３１ １，５８２ 

血 圧 測 定 １，１０８ １７４ １９６ ２５５ １，７３３ 

聴 診 １２７ １７ ８ ３２ １８４ 

血中酸素飽和度測定 １，１３１ １７７ ２０６ ２５６ １，７７０ 

心 電 図 測 定 ５１０ ２１ ３１ ７１ ６３３ 

応 急 処 置 対 象 人 員 １，１６９ １８１ ２１２ ２５９ １，８２１ 

 

応急処置の分類 

・「止血」とは、止血帯・包帯等による止血処置をいう。 
・「固定」とは、副木等による固定又は安定保護をいう。 

・「人工呼吸」とは、口対口又は器具等による人工呼吸をいう。 

・「保温」とは、傷病者の状況から体温を保持する必要がある場合に行う保温処置をいう。 

・「気道確保」とは、気道を確保するための処置並びに口腔内清拭及び吸引の処置をいう。 

・「食道閉鎖式エアウェイ」、「気管挿管」、「静脈路確保」、「薬剤投与」とは、救急救命士が 

 重度傷病者に対して行える気道確保・心拍回復等の処置をいう。 

（回数） 
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２４ 救助概要  

 

平成 26年中における救助概要は、出動件数 16件、活動件数 9件、救助人員が 

9人となっている。 

 交通事故をはじめ、各種災害事象が複雑多様化しており、これら救助事案に対応す

るため、救助体制の充実強化を図り万全を期している。 

 

   （1） 出動件数及び活動件数 

  総出動件数の内訳は、交通事故が 11 件と最も多く、次いで建物等による事

故２件、その他の事故 2件、機械による事故１件となっている。 

活動件数の内訳は、交通事故が 5件、建物等による事故が 2件、機械による

事故１件、その他の事故が 1件となっている。 

 

（2） 救助人員 

      救助人員の内訳は、交通事故 5人、建物等による事故が２人、機械による事

故１人、その他の事故 1人となっている。 

 

 

 

救助工作車（Ⅱ型） 
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２５ 救助活動状況  

                                                      （件・人） 

事故

種別 

区分 

火 災 

交 通 

事 故 

水 難 

事 故 

風水害 

等自然 

災  害 

機  械 

による 

事  故 

建物等 

による 

事  故 

ガ  ス 

及び酸 

欠事故 

破 裂 

事 故 

その他 

の事故 

 

計  

出動件数  １１   １ ２   ２ １６ 

活動件数  ５   １ ２   １ ９ 

救助人員  ５   １ ２   １ ９ 

活動人員  ４０   １０ １５   １５ ８０ 

 

 

２６ 救助出動件数の推移 

                                                        （件） 

事故 

種別 

年別 

火 災 

交 通 

事 故 

水 難 

事 故 

風水害 

等自然 

災  害 

機  械 

による 

事  故 

建物等 

による 

事  故 

ガ  ス 

及び酸 

欠事故 

破 裂 

事 故 

その他 

の事故 

 

計 

平成１７年 １ １９ ３      ４ ２７ 

  １８年 ２ １８ ２ １ ２    ２ ２７ 

  １９年 ２ ２２ ７ １ ２    １ ３２ 

  ２０年  １２ ６      ４ ２２ 

  ２１年  ２０ ２    １  ２ ２５ 

  ２２年  １７ ７  ２  ２  １０ ３７ 

  ２３年  １０ ２ ５２ １    １ ６６ 

  ２４年  １４ １  １ １   ４ ２１ 

２５年   １８ ２  ２ ２   ２ ２６ 

２６年  １１   １ ２   ２ １６ 

 



     ３７ 

２７ 救出所要時間                                    （件）                                

時  間 

 

事故種別 

覚 知 か ら 救 出 に 要 し た 時 間 

１０分未満 １０～１９分 ２０～２９分 ３０～５９分 ６０～１１９分 １２０分以上 計 

火 災        

交 通 事 故 １ １ ３    ５ 

水 難 事 故        

風水害等自然災害        

機械による事故    １   １ 

建物等による事故  １ １    ２ 

ガス及び酸欠事故        

破 裂 事 故        

そ の 他 の 事 故      １ １ 

合 計 １ ２ ４ １  １ ９ 

 

２８ 事故種別による傷病程度                           （人） 

  事故

種別 

 

傷病 

程度 

火 災 

交 通 

 

事 故 

水 難 

 

事 故 

風水害

等自然

災 害 

機 械 

による

事 故 

建物等 

による

事 故 

ガス及

び酸欠

事 故 

破 裂 

 

事 故 

その他 

 

の事故 

計 

死 亡  １        １ 

重 症           

中 等 症  ２   １     ３ 

軽 症  ２    １   １ ４ 

不 搬 送      １    １ 

合 計  ５   １ ２   １ ９ 



種　別 合　計 本　署 分　署

6 5 1

34 28 6

50 28 22

3 2 1

4 2 2

3 3

3 2 1

5 4 1

6 5 1

1 1

1 1

2 2

1 1

7 5 2

1 1

2 2

1 1

2 2

1 1

1 1

3 2 充電式１

1 1

3 3

2 2

1 1

1 1

5 5

2 1 充電式１

2 1 充電式１

3 2 1

1 1

1 1

4 3 1

1 1

マ ン ホ ー ル 救 助 器 具

バーティカルストレッチャー

バ ス ケ ッ ト 型 担 架

一
般
用
救
助
器
具

重
量
物
排
除
器
具

ロ ー プ 展 張 計

平 担 架

エ バ ッ ク ハ ー ネ ス

簡 易 縛 帯

救 助 用 縛 帯

サ バ イ バ ー ス リ ン グ

救 命 索 発 射 銃

空 気 式 救 助 マ ッ ト

ワ イ ヤ ー は し ご

三 連 は し ご

か ぎ 付 は し ご

切
断
用
器
具

警
防
用
資
機
材

２９　警防及び救助資機材の現有状況

空 気 鋸

チ ェ ー ン ソ ー

酸 素 切 断 器

溶 断 器 （ ガ ス ・ 酸 素 ）

エ ン ジ ン カ ッ タ ー

油 圧 ペ ダ ル カ ッ タ ー

油 圧 カ ッ タ ー

マ ッ ト 型 空 気 ジ ャ ッ キ

手 動 油 圧 ポ ン プ

油 圧 エ ン ジ ン ポ ン プ

可 搬 ウ イ ン チ

油 圧 プ ラ ン ジ ャ － ラ ム

油 圧 ス プ レ ッ タ ー

品 名

布 水 槽

泡 消 火 薬 剤

ジ ェ ッ ト シ ュ ー タ ー

エ ア ー テ ン ト

オ イ ル フ ェ ン ス

マ ン ホ ー ル 開 放 ジ ャ ッ キ

耐 熱 服
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種 別 合 計 本 署 分 署

3 2 1

2 2

21 14 7

1 1

1 1

20 13 7

5 3 2

5 3 2

3 3

10 6 4

2 2

12 10 2

2 1 1

7 6 1

9 9

15 13 2

1 1

6 4 2

2 2

60 46 14

1 1

16 13 3

1 1

1 1

高度救助用資機材 1 1

車 両 移 動 器 具

その他の器具

隊
員
保
護
用
資
機
材

防 毒 衣

放 射 線 防 護 服

測定用器具
酸素濃度・可燃性ガス測定器

化 学 防 護 服

呼吸保護用
器具

破壊用器具

水
難
救
助
器
具

熱 画 像 直 視 装 置

携帯用コンクリート破壊器具

送 排 風 機

削 岩 機

緩 降 機

携 帯 拡 声 器

水 中 無 線 機

救 命 胴 衣

船 外 機

救 命 ボ ー ト

浮 標

救 命 浮 環

潜 水 器 具 一 式

エ ア ー ラ イ ンマ スク 一式

空 気 呼 吸 器

品 名

警 報 付 ポ ケ ッ ト 線 量 計

放 射 線 測 定 器

耐 電 長 靴

耐 電 手 袋

携 帯 警 報 器

３９
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３０ 通信施設の概要 

◎ 高機能消防指令システム 

【１１９番通報受信・出動指令】 

１１９番通報の音声は自動録音、発信場所は地図画面上に表示され、災害種別を判断した時点

で、自動的に発生地区名と災害種別を隊員に告知（予告指令）、更に災害の概要・規模・位置に応

じた災害現場に最も近い消防車・救急車を自動的に隊編成して無線・放送により出動指令を発す

る。同時に車両に搭載しているデータ系端末装置の地図画面上には災害現場の位置が表示され、

ルート案内まで可能としている。 

災害出動時に最適な出動体制を編成するために、消防車両の出動の有無にかかわらず消防車両

等の動態やＧＰＳで測位した位置情報は、逐次通信指令室に送信されて管理されている。 

【災害発生時の情報提供体制】 

システムからの操作により指定した関係機関へ自動で通報できるほか、住民からの問い合わせ

に対しては、災害状況等自動案内装置による自動応答を可能としている。 

【気象情報収集装置】 

亘理消防署及び山元分署の気象観測データを、通信指令室に設置された端末から閲覧できる。 

【高所監視カメラ（亘理町吉田地区に設置）】 

管内の災害状況を、遠隔操作により上下左右の方向転換及びズームが可能で、通信指令室の表

示盤で映像を確認できる。 

 

◎ 消防救急デジタル無線 

山元町坂元地区に中継基地局を増設し、管内全域での無線交信を可能としている。また、宮城

県内の消防本部間をネットワーク接続することにより県域全体間で無線交信を可能としている。  

その他、文字情報の送受信を可能としたショートメッセージ機能や、特定の無線局間のみ交信

できるセルコール通信などの高機能化を実現している。 

 

◎ 消防救急アナログ無線 

 消防機関独自の通信手段として発足当時から利用されているアナログ方式の無線で、消防応

援・受援体制を維持するために、国内全ての消防本部がデジタル無線を整備完了するまでの間、

継続が義務付けられている。 

 

◎ 宮城県防災行政無線 

 県内の自治体に設置されているもので、地上に設置された中継局を経由するもの（地上系）と

衛星を中継局とするもの（衛星系）があり、地上系は音声通話と FAX の送受信が可能で、衛星

系は音声通話、FAX、データ及びメールの送受信のほか映像の受信が可能である。 

 

◎ 亘理町・山元町防災行政無線端末（同報系無線） 

一定以上の火災が発生した場合には、高機能消防指令システムと連携して発生地域・災害概要

を合成音声で住民に広報。消防団の出動要請ができるほか、震度３以上の地震が発生または津波

注意報以上が発表された場合は、蓄積音声により継続的な広報を可能としている。 
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３１ 通信施設系統図 
 有線系   無線系     

          

   通信指令室    

   １１９番受信関連  
１１９通報 

（固定電話） 

（携帯電話） 

（ＩＰ電話） 

陸上移動局無線 

（車載、可搬、携帯） 

 １ １ ９ 受 信 装 置 （ ４ 回 線 ）  音声又はＦＡＸ  

 統合型位置情報通知システム  位 置 情 報  

   地 図 検 索 装 置   

   固定１１９通報衛星経由回線   

   N T T 固 定 ・ 光 用 予 備 回 線    

   携 帯 電 話 １ １ ９ 転 送 装 置  相互に転送  
他消防本部 

   消防救急デジタル無線関連   

   活動波１・２（亘理消防本部用波）    

   主運用波（宮城県内共通波）  デジタル無線音声を接続 

他本部の移動局と交信可    統 制 波 （ 全 国 共 通 波 ）  

坂 元 基 地 局  アプローチ回線（デジタル専用回線）    

   ネットワーク回線（県防災または一般電話）    

   消防救急アナログ無線    

山 元 分 署 
 市 町 村 波 ・ 救 急 波    

 共 通 波 （ 宮 城 県 ・ 全 国 ）    

  接 続 先 限 定 回 線  防 災 関 係 機 関 

    出動指令放送  指 令 回 線 （ 出 動 指 令 用 ）  亘 理 警 察 署 

一般事務系 消防情報系    順次指令回線（自動通報用）  亘 理 町 役 場 

  専 用 回 線 （ 音 声 通 話 用 ）  山 元 町 役 場 

   IP－VPN 回線（ＰＣネットワーク）  宮城県総合防災情報システム 

 映像   車 両 動 態 管 理 用 専 用 回 線   

   加 入 電 話    

高所監視

カ メ ラ 

  一 般 電  話（光・アナログ）   官 公 庁 

  Ｆ   Ａ   Ｘ（光・アナログ）   事 業 所 

   災 害 自 動 案 内 装 置  災害情報提供  一般世帯 

  NTT ドコモ携帯網   防 災 行 政 無 線    

   宮 城 県 防 災 行 政 無 線 ( 音  声 )  音声通話

ＦＡＸ 

 
官 公 庁 

     〃    ( F A X )   

災害・位置データ送受信 同報系防災行政無線     

   亘 理 町 防 災 行 政 無 線 端 末  亘理町役場  管内住民 

への広報    山 元 町 防 災 行 政 無 線 端 末  山元町役場  

 消防車 

救急車 
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３２ 通信関連施設・設備一覧表 
施設 設置室・場所 施設・設備分類 名 称 数量 

亘 

理 

地 

区 

行 

政 

事 

務 

組 

合 

消 

防 

本 

部
・
亘 

理 

消 

防 

署 

庁 

舎 

通信指令室 

機 械 室 

１１９番通報受信系 １１９番受信装置 ４ 

１１９番ＦＡＸ受信装置 １ 

地図検索装置・統合型位置情報通知装置 １ 

指令系 自動出動指定装置 １ 

指令伝送装置 １ 

順次指令装置 １ 

メール招集システム １ 

音響系 長時間録音装置 １ 

合成音声装置 １ 

支援情報系 情報表示盤 ３ 

気象情報収集装置・ＷＥＢサーバー １ 

データ系センター装置（動態管理） １ 

映像系 情報表示盤 １ 

映像制御・分配装置 １ 

高所監視カメラ制御装置 １ 

庁舎監視カメラ操作ＰＣ １ 

無線操作系 無線遠隔制御装置(デジタル用７、アナログ用５) １２ 

同報系防災行政無線端末装置（亘理町、山元町） ２ 

消防業務支援システム系 サーバー １ 

クライアントＰＣ ２ 

電源系 無停電電源装置（ＡＣ１００Ｖ） １ 

直流電源装置（ＤＣ４８Ｖ） １ 

 

事務室 

待機室 

無線系 無線遠隔制御装置（デジタル無線用） １ 

映像系 情報表示盤 ３ 

指令系 署所端末装置 ３ 

消防業務支援システム系 クライアントＰＣ ６ 

 

屋上 

無線系 デジタル無線用・アナログ無線用空中線 ８ 

空中線鉄塔 １ 

支援情報系 気象観測装置 １ 

屋外 電源装置 発電設備（７５ＫＶＡ） １ 

山 

元 

分 

署 

 

事務室 

待機室 

無線系 無線遠隔制御装置（デジタル無線用） １ 

映像系 情報表示盤 ２ 

指令系 署所端末装置 １ 

消防業務支援システム系 クライアントＰＣ ２ 

電源装置 無停電電源装置（ＤＣ４８Ｖ） １ 

 

屋上 

無線系 デジタル無線用・アナログ無線用空中線 ２ 

空中線鉄塔 １ 

支援情報系 気象観測装置 １ 

屋外 電源装置 発電設備（８ＫＶＡ） １ 

 

坂元基地局 

無線系 デジタル無線用空中線 ４ 

空中線鉄塔 １ 

電源装置 非常用発動発電機・直流電源装置（ＤＣ４８Ｖ） １ 

亘理町吉田地区 映像系 高所監視カメラ １ 



４３ 

 

３３ 無線局一覧表 

消防救急デジタル無線 
 呼出名称 無線局種別 出力 装備波 備考 

通
信
指
令
室 

亘消本部 

基地局無線局 １０Ｗ 活動波１ 消防隊交信用 

   〃 〃 活動波２ 救急隊交信用 

    〃 〃 主運用波 宮城県内共通 

    〃 〃 統制波３波 ３波切替方式 
※坂元基地局には上記同構成の無線機を設置。通信指令室から遠隔操作・監視可能。 

卓上型陸上移動局 〃 活動波１・２ 

主運用波・統制波 

非常用 

     〃        〃 主運用波受信用 

亘
理
消
防
署 

亘消指揮  １ 車載型陸上移動局 〃 

活動波 ２波 

主運用波７波 

統制波 ３波 

切 替 方 式 

指揮車 

亘消タンク １     〃      〃 タンク車 

亘消ポンプ １     〃      〃 ポンプ車 

亘消搬送  １     〃      〃 資機材搬送車 

亘消救助  １     〃      〃 救助工作車 

亘消救急  １     〃      〃 高規格救急車 

亘消救急  ３     〃      〃    〃 

亘消水槽  １     〃      〃 水槽車 

亘消指令  １     〃      〃 指令車 

亘消広報  １     〃      〃 広報車 

亘消連絡  １     〃      〃 連絡車 

亘消行政  １     〃      〃 行政車 

亘消０１～０３ 可搬型陸上移動局 ３台 〃  

亘消０７～５２ 携帯型陸上移動局１７台   ５Ｗ  

山
元
分
署 

亘消山元 卓上型陸上移動局 １０Ｗ 活動波２波,主運用波.統制波 待機室 

亘消指揮  2 車載型陸上移動局 〃 

活動波 ２波 

主運用波７波 

統制波 ３波 

切 替 方 式 

指揮車 

亘消タンク 2     〃      〃 タンク車 

亘消ポンプ 2     〃      〃 ポンプ車 

亘消救急  ２     〃      〃 高規格救急車 

亘消   ０４ 可搬型陸上移動局 〃  

亘消７１～９２ 携帯型陸上移動局８台  ５Ｗ  

消防救急アナログ無線 市：市町村波、県：宮城県内共通波、全：全国共通波、防：防災相互波 
 呼出名称 無線局種別 出力 装備波 備考 

通信室 亘消本部 基地局・固定局 １０Ｗ 市,県,全 1 波,防 庁舎に４台設置 

亘
理
消
防
署 

亘消指揮１ 車載型陸上移動局 〃 市,県,全 3 波,防 指揮車車載 

亘消タンク１   〃 〃 市,県,全 1 波,防 タンク車車載 

亘消ポンプ１   〃 〃 市,県,全 1 波,防 ポンプ車車載 

亘消搬送１   〃 〃 市,県,全 1 波,防 資機材搬送車車載 

亘消救助１   〃 〃 市,県,全 3 波,防 救助工作車車載 

亘消救急１   〃 〃 市,県,全 3 波,防 高規格救急車車載 

亘消救急３   〃 〃 市,県,全 1 波,防     〃 

亘消水槽１   〃 〃 市,県,全 1 波,防 水槽車車載 

亘消指令１   〃  ５Ｗ 市,県,全 3 波 指令車車載 

亘消１１～２６ 携帯型陸上移動局１０台 １０Ｗ 市,県,全 3 波,防  

山
元
分
署 

亘消山元 基地局・固定局 〃 市,県,全 1 波 待機室設置 

亘消指揮２ 車載型陸上移動局 〃 市,県,防 指揮車車載 

亘消タンク 2   〃 〃 市,県,全 3 波,防 タンク車車載 

亘消ポンプ 2   〃 〃 市,県,全 3 波,防 ポンプ車車載 

亘消救急２   〃 〃 市,県,全 3 波,防 高規格救急車車載 

亘消３１～３５ 携帯型陸上移動局 ５台  ５Ｗ 市,県,全 3 波,防  
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３４ 災害等の覚知状況 

  災害種別ごとの覚知内訳を分析すると、火災は２５件中、１１９番通報は固定・ＩＰ電

話から４件、携帯電話から７件、計１１件と約半数を占め、１１９番通報以外からも多く、

事後聞知の１０件、加入電話の３件、自己覚知の１件となっている。 

救急は１，９３７件中、１１９番通報は、固定・ＩＰ電話から１，０63 件、携帯電話か

ら５９４件の計１，６５７件と約５分の４を占める。しかし、依然として加入電話での受

信が２１３件と通報時にあえて１１９番をダイヤルせずに消防本部・消防署の一般加入電

話に通報するケースが比較的多い傾向にある。 

救助は１6 件中、１１９番通報は固定・ＩＰ電話から１件、携帯電話から１3 件の計１4

件と大部分を占めているほか、加入電話及び駆け付けへは各 1 件となっている。 

                                     （件） 

緊急通報等の内訳 

覚

知

種

別 

火

災 

救

急 

救

助 
問

い

合

せ 

間

違

い 

い

た

ず

ら 

通

報

訓

練 

そ

の

他 

回

線

試

験 

合

計 

１

１

９

通

報 

固定･ＩＰ電話 4 1,063 1 60 37 6 105 154 21 1,451 

携 帯 電 話 7 594 13 75 57 9 29 183 13 980 

小 計 11 1,657 14 135 94 15 134 337 34 2,431 

 

１

１

９

通

報

除

く 
加 入 電 話 3 213 1 

 

217 

専 用 回 線  12  12 

駆 け 付 け  49 1 50 

自 己 覚 知 1 6  7 

事 後 聞 知 10  10 

小 計 14 280 2 296 

合 計 25 1,937 16 135 94 15 134 337 34 2,727 

 



　　

　  物施設設置状況は179施設（前年比2施設減）となっている。

人　数
        　 　　　　　　　　区　分
種　別

26

26

実施なし

回 　数

　防火教室

3

995

55531

1,331

　消防団訓練

　自主防災訓練 459

75

245人

7,721

13,553

※ 救急講習会と重複

590

49

272

13

42

合　計

　応急手当普及員講習　※

8

1,588

     ける新築の建築物等が増えたものである。

２　各種団体訓練指導状況

　署見学来庁

        当管内においても、法令改正に対応しながら、効率的な立入検査の実施により、火災予

     防を強化するとともに、防火ポスターの掲示、防火教室、避難訓練等を通じ更なる防災対

2

68,000部

300部

　総合防災訓練

　救命講習　※

　普通救命(ＡＥＤ)講習　※

　上級救命講習　※

233

　避難訓練

   広報ぎょうせいわたり

＜予　防＞

        防火対象物立入検査実施件数は360件、危険物施設立入検査実施件数は92件となって

     おり、前年と比べると、防火対象物立入検査実施件数が53件の増加、危険物施設立入検

     策の充実に努めている。

     査実施件数が8件の増加となっている。

　     建築確認申請処理状況は２３５件で、前年とほぼ同数で、東日本大震災からの復興にお

１　予防概要

平成２6年中における予防概要は、防火対象物数は1,158棟（前年比２５棟減）、危険　

３　巡回広報・広報紙発行状況

   防災安全協会会報

108回

4回

1回
　広報紙発行状況

　巡回広報    一般火災予防広報

 ４5



（棟単位）

計 亘理町 山元町

1,158 773 385

イ 劇 場 等

ロ 公 会 堂 等 28 17 11

イ キ ャ バ レ ー 等

ロ 遊 技 場 等 4 4

ハ 風 俗 営 業 等

ニ 個 室 ビ デ オ 店 等 1 1

イ 料 理 店 等

ロ 飲 食 店 17 11 6

4 店 舗 等 56 41 15

イ 旅 館 等 8 7 1

ロ 共 同 住 宅 179 137 42

イ 病 院 等 35 21 14

ロ 老 人 短 期 入 所 施 設 等 20 14 6

ハ 老人デイサービスセンター等 34 22 12

ニ 特 別 支 援 学 校 等 11 4 7

7 学 校 48 32 16

8 図 書 館 等 3 1 2

イ 蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 等 1 1

ロ 公 衆 浴 場

10 停 車 場 1 1

11 神 社 ・ 寺 院 等 12 5 7

イ 工 場 ・ 作 業 場 257 155 102

ロ 映 画 ス タ ジ オ 等

イ 自 動 車 車 庫 等 8 5 3

ロ 飛 行 機 格 納 庫 等

14 倉 庫 179 128 51

15 前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所 172 98 74

イ 特 定 用 途 を 含 む 複 合 用 途 対 象 物 59 46 13

ロ 前 イ 以 外 の 複 合 用 途 対 象 物 25 22 3

17 文 化 財 に 指 定 さ れ た 建 造 物

４　町別の防火対象物数

　　　　　　　　　　                                            町別
項目

1

2

3

合 計

5

6

9

13

16

12
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（棟単位）

3  階 4  階 5  階

48 18 3

イ 劇 場 等

ロ 公 会 堂 等 1

イ キ ャ バ レ ー 等

ロ 遊 技 場 等

ハ 風 俗 営 業 等

ニ 個 室 ビ デ オ 店 等

イ 料 理 店 等

ロ 飲 食 店

4 店 舗 等

イ 旅 館 等

ロ 共 同 住 宅 14 9 1

イ 病 院 等 3 1

ロ 老 人 短 期 入 所 施 設 等 1 1

ハ 老人デイサービスセンター等 1

二 特 別 支 援 学 校 等

7 学 校 12 3

8 図 書 館 等 1

イ 蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 等 1

ロ 公 衆 浴 場

10 停 車 場

11 神 社 ・ 寺 院 等

イ 工 場 ・ 作 業 場 3

ロ 映 画 ス タ ジ オ 等

イ 自 動 車 車 庫 等

ロ 飛 行 機 格 納 庫 等

14 倉 庫

15 前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所 6 2

イ 特 定 用 途 を 含 む 複 合 用 途 対 象 物 6

ロ 前 イ 以 外 の 複 合 用 途 対 象 物 2 1

17 文 化 財 に 指 定 さ れ た 建 造 物

５　中高層建築物の現況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              階別
項目

1

2

3

5

6

16

9

13

合                     計

12
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消防法第8
条適用防火

対象物

防火管理者
選任防火対

象物

消防計画届
出防火対象

物

245 212 211

イ 劇 場 等

ロ 公 会 堂 等 28 24 24

イ キ ャ バ レ ー 等

ロ 遊 技 場 等 4 4 4

ハ 風 俗 営 業 等

ニ 個 室 ビ デ オ 店 等 1 1 1

イ 料 理 店 等

ロ 飲 食 店 16 15 13

4 店 舗 等 39 37 37

イ 旅 館 等 3 2 2

ロ 共 同 住 宅 4 4 4

イ 病 院 等 7 7 7

ロ 老 人 短 期 入 所 施 設 等 14 14 14

ハ 老人デイサービスセンター等 21 21 21

二 特 別 支 援 学 校 等 5 5 5

7 学 校 16 14 14

8 図 書 館 等 2 2 2

イ 蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 等 1 1 1

ロ 公 衆 浴 場

10 停 車 場

11 神 社 ・ 寺 院 等 9 7 8

イ 工 場 ・ 作 業 場 23 20 20

ロ 映 画 ス タ ジ オ 等

イ 自 動 車 車 庫 等

ロ 飛 行 機 格 納 庫 等

14 倉 庫 1

15 前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所 22 15 15

イ 特 定 用 途 を 含 む 複 合 用 途 対 象 物 26 17 18

ロ 前 イ 以 外 の 複 合 用 途 対 象 物 3 2 1

17 文 化 財 に 指 定 さ れ た 建 造 物

1

2

６　防火管理者選任状況

3

5

6

16

　　　　　　　　　　　　　　　　                       区別
項目

合 計

9

12

13
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360 841 237 477 123 364

イ 劇 場 等

ロ 公 会 堂 等 21 45 13 26 8 19

イ キ ャ バ レ ー 等

ロ 遊 技 場 等 7 14 7 14

ハ 風 俗 営 業 等

ニ 個 室 ビ デ オ 店 等 1 2 1 2

イ 料 理 店 等

ロ 飲 食 店 10 25 5 11 5 14

4 店 舗 等 25 58 19 42 6 16

イ 旅 館 等 4 9 3 6 1 3

ロ 共 同 住 宅 32 72 24 48 8 24

イ 病 院 等 12 25 9 18 3 7

ロ 老 人 短 期 入 所 施 設 等 12 28 8 16 4 12

ハ 老人デイサービスセンター等 20 54 8 18 12 36

ニ 特 別 支 援 学 校 等 8 23 1 2 7 21

7 学 校 36 90 23 42 13 48

8 図 書 館 等 1 2 1 2

イ 蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 等 1 2 1 2

ロ 公 衆 浴 場

10 停 車 場 1 2 1 2

11 神 社 ・ 寺 院 等 11 30 3 6 8 24

イ 工 場 ・ 作 業 場 91 205 68 137 23 68

ロ 映 画 ス タ ジ オ 等

イ 自 動 車 車 庫 等

ロ 飛 行 機 格 納 庫 等

14 倉 庫 18 43 10 21 8 22

15 前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所 37 84 24 46 13 38

イ 特 定 用 途 を 含 む 複 合 用 途 対 象 物 7 17 4 8 3 9

ロ 前 イ 以 外 の 複 合 用 途 対 象 物 5 11 4 8 1 3

17 文 化 財 に 指 定 さ れ た 建 造 物

山元分署

査
察
件
数

査
察
人
員

亘理消防署

査
察
人
員

査
察
件
数

6

2

７　防火対象物査察実施件数

署　　　　　　別

　　　　　　　　　　　　　　  査察件数・人員
項　目

1

計

査
察
件
数

16

9

5

3

合 計

査
察
人
員

12

13

 49



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1 2 1 1 1

1 1 1 1

1 1

1 1 2 1 1 1

2 2 2 1 1 1

1 1 1 1 2 1 1 1 1

1

2 1 1 1 1

1

2 5 2 2 10 3 3 5 4 4 6

一 般 取 扱 所

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

設置

完成検査申請

3,310

10 200

８　危険物事務取扱状況

９　危険物施設貯蔵取扱数量状況

屋 内 貯 蔵 所

66,000

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所

合 計

第1石油類

670,862 250

3,300 11,42527,686

264,300

第 二 種 販 売 取 扱 所

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 外 貯 蔵 所

給 油 取 扱 所

第 一 種 販 売 取 扱 所

　　　　　　　　　　   月別
区分

貯蔵所
変更

取扱所
設置

変更

許

可

申

請

製造所
設置

変更

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

製造所

貯蔵所

  仮使用承認申請

計

取扱所

  水張・水圧検査申請

製 造 所

250,375

576,976

224,730

2,400

33,400

  仮貯蔵・仮取扱承認申請

第    四    類　　　　　　　　種類

製造所等の区分

163,957

第2石油類

1,894,806 1,067,340

アルコ
ール類

258,000

第4石油類

84,600

860,776 108,000 2,860

253,700

75,350

345,100

250 26

22

6

96,333 5,650

1

144,000

11,44793,657

51

25

第五類

有機過
酸化物

9

施設数

(単位：ℓ、第五類はkg )

1

46

第3石油類

計

6

2

7

4

27

179

21

1

10

6

 ５0



亘 理 町 15 22 15 23 3 15 1 16 110

山 元 町 6 5 10 28 3 7 10 69

合 計 21 27 25 51 6 22 1 26 179

立 入 検 査
対象施設数
立 入 検 査
実 施 数

8 12 12 43 2 6 9 92

　　　月別
工事別

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

新 築 13 24 8 9 11 11 17 22 27 19 28 43 232

増 築 1 1

改 築

移 転

用 途 変 更 2 2

そ の 他

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

１２　液化石油ガス販売施設状況

１３　月別の建築確認申請処理状況

１０　町別の危険物施設設置状況

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

１１　危険物施設立入検査実施件数

一

般

取

扱

所

合

計

第
一
種
販
売
取
扱
所

給

油

取

扱

所

　　区分

町別

第
二
種
販
売
取
扱
所

製

造

所

屋

内

貯

蔵

所

屋

内

貯

蔵

所

製

造

所

12418

吉　田荒　浜

第
二
種
販
売
取
扱
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

亘　理　町

　　区分

町別

        　 地区別
　　計

屋

外

貯

蔵

所

給

油

取

扱

所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

亘　理

一

般

取

扱

所

5 5

山　下逢　隈

山　元　町

合

計

第
一
種
販
売
取
扱
所

1

坂　元

21 27 25 17951 6 22 1 26
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

6 2 8 1 3 1 2 2 4 4 5 13 51

2 1 6 7 2 6 1 4 3 3 6 41

6 9 11 6 2 9 9 5 11 4 6 1 79

16 22 59 22 20 21 18 18 26 11 19 8 260

5 6 5 5 9 7 4 4 8 9 2 6 70

4 7 4 4 10 7 2 4 8 9 3 5 67

2 24 1 2 2 1 1 33

3 1 1 12 3 1 2 23

4 1 23 4 1 6 2 2 1 1 5 50

2 1 1 1 2 1 8

4 2 3 2 2 2 3 3 3 1 25

19 12 100 80 8 6 5 4 10 18 36 18 316

10 11 13 11 10 17 22 11 22 12 10 9 158

1 4 6 1 12

1 1 1 3 4 1 5 3 1 20

１４　年別の建築確認申請処理状況

合　計 新　築 増　築 改　築

平成25年平成24年

221 223

その他用途変更

2

移　転

123 123

1235 232

火 煙 発 生 届 出

煙 火 打 上 げ ・
仕 掛 け 届 出

道 路 工 事 届 出

2

防 火 管 理 者
選 任 ・ 解 任 届 出

炉・ヒートポンプ・
ボ イ ラ ー 設 置 届 出

　　　　　          月別
項目

消 防 用 設 備 等
着 工 届 出

消 防 用 設 備 等
点 検 報 告

消 防 計 画 書 届 出

圧 縮 ア セ チ レ ン
ガ ス 等 の 届 出

保 安 監 督 者
選 任 ・ 解 任 届 出

少 量 危 険 物 ・
指 定 可 燃 物 届 出

消 防 用 設 備 等
設 置 届 出

防 火 対 象 物
使 用 開 始 届 出

燃 料 電 池 発 電
・ 発 電 ・ 変 電 ・ 2 3

防 火 対 象 物
定 期 点 検 報 告

　　　　　年別
町別

亘　理　町

山　元　町

合　計

　　　 　工事別
町別

合　計

水 素 ガ ス を 充 填
す る 気 球 の 届 出

蓄 電 池 設 置 届 出

火 薬 類 取 締 り
関 係 届 出

亘　理　町 112 109 1

山　元　町

235

平成23年

80

32

48

平成20年

56

95

128

平成26年

48 112

123

平成21年 平成22年

21

35

2

１５　町別の建築同意件数

１６　各種届出処理状況

81

126

90

43

47

9533

1 1 2 191 1 6
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3,873

222

1,575

2,914

76

24

3

15

15

吉　田

逢　隈

山　下

坂　元

亘理地区防災安全協会

設立年月日

平成10年4月23日

会員数

224名

名　　称

(平成2６年4月1日現在)

１９　亘理地区防災安全協会設置状況

(平成2６年4月1日現在)

亘
理
町

　　　　　　　　　　　　　区分
　地区別

計

1,867

736

会員数(人)

11,187

クラブ数

※クラブ数は、平成２６年4月１日現在において活動しているクラブの数

(平成2６年4月1日現在)

１７　幼年消防クラブ加入状況

　　　　　　　　　    区分
町別

計

亘　理　町

山　元　町

クラブ員数(人)

528

312

216

１８　婦人防火クラブ加入状況

クラブ設置数

10

6

4

山
元
町

12

7

亘　理

荒　浜
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